
第33回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　
　第33期（自 平成28年２月１日 至 平成29年１月31日）

　

１．事業報告
　

業務の適正を確保するための体制及び
その運用状況の概要
　

会社の支配に関する基本方針
　

２．連結計算書類
　

連結株主資本等変動計算書
　

連結注記表
３．計算書類
　

株主資本等変動計算書
　

個別注記表
　
　

株式会社ＡＣＣＥＳＳ
　
　

上記の事項につきましては、法令および定款第15条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス
https://jp.access-company.com/investors/）に掲載するこ
とにより株主のみなさまに提供しております。
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　１ 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　＜業務の適正を確保するための体制＞
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株式会社の業務ならびに
当該株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する体制についての決定内容の概要は、以
下のとおりであります。
　① 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）企業理念「Mission、Vision、Core Value（MVC）」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方
針及び基本的価値観とするほか、実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」、「コンプライ
アンス・マニュアル」等を制定し、周知徹底を図る。

２）取締役会において取締役会規程を制定し、当該規程に定める基準に従って会社の重要な業務執行を決定
する。

３）取締役会が取締役の職務の執行を監督するために、取締役は、会社の業務執行状況を定期的に取締役会
に報告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監視、監督する。

４）取締役の職務執行状況は、監査基準及び監査計画に従い、社外監査役を含む監査役の監査を受ける。
５）株主総会において知識･経験の豊富な社外取締役を選任し、良識に基づいた大所高所からの意見、助言
を得る。

６）「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を制定し、コンプライアンス関連の通報、相談を受
け付ける。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に対して不利益となる措置を行わない。

７）社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、組織全体として毅然とした態
度で対応し、取引関係その他一切の関係をもたない体制を整備する。

　② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
１）取締役の職務の執行に係る情報については、法令及び「文書管理規程」を含む社内規程に従い、書面
（電磁的記録を含む）により作成、保管、保存するとともに、取締役、監査役、会計監査人による閲覧、
謄写に供する。

２）取締役の職務の執行に係る情報については、法令又は「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則」に従い、必要十分な情報開示を行う。

３）情報セキュリティについては、「情報セキュリティ基本方針」、「情報セキュリティガイドライン」等を
策定するとともに、「情報セキュリティ委員会」の設置、開催を通して、情報セキュリティ管理体制を
整備し、安全かつ適正な情報資産の保有、活用、管理に取り組む。
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　③ 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
１）「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、各部門及び各子会社のリスク管理業務を統括し、
リスク管理の基本方針、推進体制、リスク管理に関する規程の立案その他重要事項を総合的に決定す
る。

２）「コンプライアンス・リスク管理委員会」は、各部門及び各子会社について監視すべきリスクを識別し、
関連する各部門、プロジェクトチーム及び役職員からのインプットに基づいて、リスク及びコントロー
ル状況のモニタリングを行う。

３）当社及び当社子会社の経営に重大な影響を及ぼすような危機的なリスクが、万が一発生した場合には、
代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、外部アドバイザーと連携して、迅速な対応を行うこ
とにより損害を最小限に抑えるとともに、再発防止のための対策を講ずる。

４）経営上の重大なリスクへの対応方針その他損失の危険に関する重要な事項は、経営会議において十分な
審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会で報告する。

　④ 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
１）経営上の意思決定と業務執行との分離、迅速な意思決定及び権限と責任の明確化を図る観点から、執行
役員制度を採用する。取締役会は、会社法に従い経営戦略及び重要な業務執行の決定並びに業務執行の
監視・監督の機能を担い、代表取締役社長及び一部の業務担当取締役並びに各部門の長の中から選任さ
れた者は、執行役員として業務を執行する。

２）代表取締役及び役付執行役員並びに取締役社長が特に指名した者から構成される経営会議を設置し、当
社グループ全体の基本方針及び重要な業務執行事項について審議し、取締役会で決定すべき事項を除き
その決定を行う。

３）「企業理念」を踏まえて、当社グループ全体の中期経営計画及び年次事業計画・予算を策定し、その進
捗を確認する。また、原価管理や経営情報の迅速かつ正確な把握を可能にするために、必要な基幹シス
テムを構築する。

４）組織、権限及び業務分掌に関する社内規程を制定し、役割、権限、責任及び手続の明確化を図る。
　⑤ 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制
　 当社及び当社子会社の財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他適用のある国内外の
法令の定めに従い、健全な内部統制環境の保持に努め、全社及び業務プロセスにおける統制活動を強化
し、評価、維持、改善等を行うことで、財務報告の信頼性と適正性を確保する。
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　⑥ 当社及び当社子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
１）企業理念「Mission、Vision、Core Value（MVC）」を策定し、当社グループ役職員全員の目指す方
針及び基本的価値観とするほか、すべての社員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基
準」、「コンプライアンス・マニュアル」等を制定し、周知徹底を図る。問題があった場合には、就業規
則に従い、厳正な処分を行う。

２）代表取締役社長は、機会があるごとに、コンプライアンス（法令遵守、企業倫理）の重要性及びこれに
真剣に取り組む会社の方針・決意を社員に伝達する。

３）「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を制定し、コンプライアンス関連の通報、相談を受
け付けるとともに、運用状況を定期的に監査役に報告する。通報の事実は秘密に保持し、内部通報者に
対して不利益となる措置を行わない。

４）代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、定期的に内部監査を実施し、被監査部門に改善点等をフィ
ードバックするとともに、代表取締役社長及び監査役にその活動状況を報告する。内部監査室長は、取
締役会及び監査役会を除き、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。

５）「コンプライアンス・リスク管理委員会」及び法務部門が中心となって、コンプライアンスに関する社
員向けセミナー、研修を開催し、教育、啓発活動を行う。

　⑦ 当社企業集団における業務の適正を確保するための体制
１）子会社の取締役又は監査役として、当社の取締役、監査役、執行役員又は社員を派遣する。派遣された
者は、子会社の取締役又は監査役として、子会社の取締役の業務執行の監視・監督又は監査を行う。

２）子会社の事業計画、経営状況、業務執行の状況等は、経営会議若しくは、代表取締役及び役付執行役員
並びに取締役社長が特に指名した者から構成される海外取締役会に報告させることにより、当社グルー
プ全体の業務執行状況の適時把握を図り、必要に応じて改善点等を指摘する。

３）各子会社は、自社の規模、事業の性質、所在国その他会社の特性を踏まえて、当社と連携をとりつつ、
独自に内部統制システムの整備を行う。

４）「企業理念」に加え、当社グループ役職員全員が実践すべき行動の基準・規範を定めた「企業行動基準」
を制定し、周知徹底を図る。また、所在国の状況に応じて各子会社は、「コンプライアンス・マニュア
ル」等を制定し、実践する。

５）当社と子会社間の取引条件については、統一的な取引スキームを設定して、いずれかに著しく不利益と
なったり、恣意的なものとなったりしないようにする。
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　⑧ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
１）監査役から必要として要請があったときには、監査役の指揮命令下に監査役の職務を補助すべき社員を
配置する。

２）監査役の職務を補助すべき社員の人数、資格等に関しては、監査役と代表取締役社長との間の協議によ
り決定する。

　⑨ 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項
１）監査役の職務を補助する社員は、監査役の指揮命令下に置かれ、その業務に専念する。
２）監査役の職務を補助する社員の任命、異動等に関しては、監査役と代表取締役社長との間の協議により
決定する。

３）監査役の職務を補助する社員の人事考課、目標管理等については、常勤監査役が行う。
⑩ 当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関す

る体制
１）監査役は、取締役会の他、必要に応じて、一切の社内会議に出席する権限を有する。
２）当社及び当社子会社の取締役、執行役員、社員は、監査役の求めに応じて、各社の業務執行の状況を報
告する。

３）当社及び当社子会社の取締役は、各社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見したときは、直ちに
監査役会に報告する。

４）当社は、当社及び当社子会社の取締役及び使用人が、監査役への報告を行ったことを理由として不利な
取り扱いを行うことを禁止する。

　⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
１）社外監査役として、企業経営に精通した経験者・有識者や公認会計士等の有資格者を招聘し、代表取締
役社長や執行役員等、業務を執行する者からの独立性を保持する。

２）監査役会は、代表取締役社長と定期的に会議をもち、重要課題等について協議、意見交換を行う。
３）監査役は、内部監査室と緊密な連携を保ち、必要に応じて、内部監査室に調査を依頼することができ
る。

４）監査役は、会計監査人と定期的に会議をもち、意見及び情報の交換を行う。
５）監査役が職務の執行のために合理的な費用の支払いを請求した場合、速やかに応じる。
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　＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
当社では、「業務の適正を確保するための体制」に基づき、社内体制を整備するとともに、適切な運用に努
めております。当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであ
ります。
　 １．取締役の職務の適正及び効率性の確保に関する事項

取締役会は、社外取締役２名を含む取締役６名で構成され、社外監査役２名を含む監査役３名も出席して
おります。当期においては、取締役会を13回開催し、重要な意思決定、職務執行の状況報告等について活発
な意見交換が行われ、監督がなされており、実効性が確保されております。

　 ２．リスク管理に関する事項
管理関係部門の責任者及び常勤監査役２名をメンバーとするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置
しており、各部門のリスク状況の区分・把握・報告、規程の立案・制定を含むリスク管理体制の整備を行う
とともに、未然防止策・対応策の立案・実行その他必要な事項の実施に関し、モニタリングを行い、これら
の活動状況に関し、年に１回取締役会に対し、報告を行っております。

　 ３．コンプライアンスに関する事項
当社グループの役職員に対し、コンプライアンス意識の向上に努めるため、定期的にコンプライアンスセ
ミナー、その他研修を開催いたしております。また、「内部通報制度および通報者の保護に関する規程」を
整備した上で、内部通報窓口を開設し、問題の早期発見、早期解決に取り組んでおります。

　 ４．内部監査に関する事項
内部監査室により、社内各部署及び当社グループ各社が、法令、定款、規程その他社会規範等に則し、適
切な業務運営がなされているか、書類の閲覧及びヒアリング等を通じて監査を行っております。内部監査室
長は、これらの監査結果について、取締役及び監査役並びに執行役員が出席する経営会議において報告を行
っております。

　 ５．監査役監査に関する事項
常勤監査役２名は、取締役会のほか、経営会議等の重要な会議に出席するほか、役職員に対し個別のヒア
リングを行うことにより、取締役の業務の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認するととも
に、会計監査人及び内部監査室とも情報交換を行っており、経営監視機能の強化及び向上を図っておりま
す。
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　２ 会社の支配に関する基本方針
当社は、「当社株式の大規模な買付行為に関する対応方針」に関して、平成28年４月13日開催の第32回
定時株主総会終結の時をもって廃止いたしました。
　なお、当社は今後も当社の企業価値・株主共同の利益の継続的な維持向上に取り組んでまいります。
　また、買収防衛策の廃止後も、当社株式の大量買付行為を行おうとする者に対しては、大量買付行為の是
非を株主の皆様に適切に判断いただくために必要かつ十分な情報の提供を求め、あわせて取締役会の意見等
を開示し、株主の皆様の検討のための時間と情報の確保に努める等、金融商品取引法、会社法その他関係法
令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。
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連結株主資本等変動計算書（平成28年２月１日から平成29年１月31日まで）
（単位：千円）

　

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成28年２月１日 残高 31,399,494 8,439,088 △8,358,848 △386,367 31,093,367
連結会計年度中の変動額
新株の発行 15,989 15,989 31,979
親会社株主に帰属する当期純利益 314,881 314,881
自己株式の処分 40,522 40,522
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 15,989 15,989 314,881 40,522 387,382
平成29年１月31日 残高 31,415,484 8,455,078 △8,043,967 △345,845 31,480,750

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金
為替換算
調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

平成28年２月１日 残高 56,441 △2,244,513 △2,188,071 92,070 3,036 29,000,402
連結会計年度中の変動額
新株の発行 31,979
親会社株主に帰属する当期純利益 314,881
自己株式の処分 40,522
株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） △8,815 △51,101 △59,916 △64,582 △1,328 △125,827

連結会計年度中の変動額合計 △8,815 △51,101 △59,916 △64,582 △1,328 261,555
平成29年１月31日 残高 47,626 △2,295,614 △2,247,988 27,488 1,707 29,261,958
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連 結 注 記 表
　
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（1）連結の範囲に関する事項
　 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ７社
・主要な連結子会社の名称 アイピー・インフュージョン・インク

アイピー・インフュージョン・ソフトウェア・インディア
アクセス（北京）有限公司
アクセス・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハー
アクセス・ソウル
アクセス・エーピー・タイワン
株式会社ＡＣＣＥＳＳ ＮＯＡ

当連結会計年度において、新たに株式を取得したことにより株式会社ノアを連結の範囲に含めております。
また、株式会社ノアは平成28年10月１日付で、株式会社ＡＣＣＥＳＳ ＮＯＡに社名を変更しております。

（2）持分法の適用に関する事項
　 持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社数 ２社
・主要な会社の名称 アイティアクセス株式会社

リトルソフト株式会社
当連結会計年度において、株式会社ストラトスフィアは清算結了したため、持分法適用の範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
アイピー・インフュージョン・インク、アイピー・インフュージョン・ソフトウェア・インディア、アクセス（北京）有限公
司、アクセス・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハー、アクセス・ソウル、アクセス・エーピー・タイワンの決算日は12月31
日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行っております。
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（4）会計方針に関する事項
　 ① 重要な資産の評価基準及び評価方法
　 １）有価証券

その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、当社持分
相当額を投資事業組合運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券を加減す
る方法によっております。

　 ２）たな卸資産
商品及び製品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

　 ② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
１）有形固定資産 当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設
備については、定額法を採用しております。
　また、在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物 ： ３～24年
　 器具備品： ２～20年

２）無形固定資産 定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年）に基づい
ております。市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量に基づく償却額と見込
有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法を採用
しております。

　 ③ 重要な引当金の計上基準
１）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

２）賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、会社が算定した支給見込額の当連結会計年度負担額を
計上しております。
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３）受注損失引当金 ソフトウエアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込ま
れ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失発生見込額
を計上しております。

４）事業構造改善引当金 事業構造改善のため、今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積もられる金額を
計上しております。

５）株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式または金銭の給付に備えるため、当連結会計年度
末に係る要給付額を見積り計上しております。なお、要給付額はポイント付与総数に信託が
自社の株式を取得したときの株価を乗じて算定しております。

　 ④ 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
なお、米国及び韓国における連結子会社は、確定拠出型の年金制度を設けております。

　 ⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
また、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお
ける為替換算調整勘定に含めております。

　 ⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
　 消費税及び地方消費税の会計処理
　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（5）会計方針の変更
企業結合に関する会計基準等の適用
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、「連結財務

諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）、及び「事業分離等に関す
る会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結会計年度から適用
し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を
発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合につ
いては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結計算書類に反映させ
る方法に変更いたします。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っており
ます。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については連結計算書類の組替えを行っております。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等

会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しており
ます。
なお、当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

　
平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平

成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から
定額法に変更しております。
なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響は軽微であります。
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（6）未適用の会計基準等
・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）
① 概要
　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監
査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る枠組みを基本的に
踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われております。
1)（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い
2) (分類２）及び（分類３）に係る分類の要件
3)（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い
4)（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い
5)（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場合の取扱い

② 適用予定日
　平成30年１月期の期首より適用予定です。
③ 当該会計基準等の適用による影響
　影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中です。
　

（7）表示方法の変更
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、「固定負債」の「その他」に含めていた「資産除去債務」は、金額的重要性が増したため、当連結
会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替
えを行っております。
　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「固定負債」の「その他」に表示していた133,165千円は、「資産除去
債務」56,933千円、「その他」76,232千円として組み替えております。
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（8）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、平成24年５月31日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以
下、本制度）を平成24年７月１日より導入しております。
① 取引の概要
　本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が受給権を取得した場合に当社株式または金銭を給付する仕組
みです。
　当社では、従業員に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業
員に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式または金銭を給付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託
設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し
ております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末337,088千円、582,300株であります。

（法人税率の変更等による影響）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律
第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税率が変更されること
となりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成29年２月１日以降に開始
する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については、32.26％から30.86%に、平成31年２月１日以降に開始する連結会
計年度に解消が見込まれる一時差異については、32.26%から30.62%に変更されました。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
　

２．連結貸借対照表に関する注記
(1) 受注損失引当金
損失が見込まれる受注製作のソフトウエア開発契約に係るたな卸資産は、これに対応する受注損失引当金120,995千円（うち、

仕掛品に係る受注損失引当金120,995千円）を相殺表示しております。
　

（2）有形固定資産の減価償却累計額 613,936千円
　
３．連結損益計算書に関する注記
(1) 固定資産売却益
固定資産売却益は、器具備品の売却によるものであります。

(2) 固定資産除却損
固定資産除却損の内容は、器具備品０千円、ソフトウエア2,350千円であります。
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(3) 減損損失
当社グループは、当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失（千円）

アクセス・ソウル(韓国 ソウル) 事務所用設備
建物 2,990

器具備品 227
当社グループは、当社資産については管理会計上の事業区分を基準に、子会社資産については子会社ごとにグルーピングの単位
としております。
アクセス・ソウルは、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっているため、当該資産の使用価値を零とし、帳簿価額
の全額である3,217千円を減損損失として計上しております。

(4) 特別退職金
特別退職金は、海外子会社の事業再編に伴う諸経費及び退職者への割増退職金であり、既に発生した費用または今後発生が見込ま

れる費用を特別退職金として計上しております。
　

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 39,233,100株 60,000株 ― 39,293,100株
　(注)普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権（ストック・オプション）の行使による増加であります。
　
（2）自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の
株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の
株 式 数

普 通 株 式 653,446株 ― 70,000株 583,446株
　(注)１．普通株式の自己株式数の減少は、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する株式の給付及び売却によるも

のであります。
２．普通株式の自己株式数には、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式（当連結会計年度期首
652,300株、当連結会計年度末582,300株）が含まれております。

　
（3）剰余金の配当に関する事項
　 該当事項はありません。
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（4）当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　

平成21年新株予約権 平成24年新株予約権

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 7,700株 30,000株

新株予約権の残高 11,528千円 15,959千円
　

５．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項
　 ① 金融商品に対する取組方針

当社グループは資金運用については、投機的な投資は行わない方針であり、低リスクの金融商品に限定しております。ま
た、資金調達については、主に自己資金を充当する方針であります。デリバティブは、主に為替変動リスクを回避するために
利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内の与信管理規
定により、新規取引発生時に顧客の信用状況について調査を行い、社内審議・承認を徹底しております。また、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を行うとともに、必要に応じて取引先の信用状況を確認し、リスクを低減しております。
有価証券は、ＭＭＦ等であり、安全性と流動性の高い金融商品であります。
投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や投資先の財務状況を把握し、保有の妥当性
を検証しております。
長期性定期預金は、満期日において元本金額が全額支払われる安全性が高い金融商品でありますが、デリバティブ内包型預
金で当該契約は金利の変動リスクを内包しておりますため、定期的に時価を把握する体制をとっております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、当社グループでは各社が月次で資金繰計画を作成するな
どの方法により、流動性リスクを管理しております。
デリバティブ取引につきましては投機的な取引を排除し、為替変動リスクの回避に限定して利用するとともに、信用リスク
を軽減するために、信用度の高い金融機関に限定して取引を行っております。なお、期末時点における取引残高はありませ
ん。

　 ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま
す。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
平成29年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　

連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 23,932,976 23,932,976 ―

（2）受取手形及び売掛金 1,781,814 1,781,814 ―

　 貸倒引当金（＊） △43,040 △43,040 ―

1,738,774 1,738,774 ―

（3）有価証券 334,612 334,612 ―

（4）投資有価証券 20,256 20,256 ―

（5）長期性定期預金 2,000,000 2,030,019 30,019

資産計 28,026,620 28,056,639 30,019

（1）買掛金 123,311 123,311 ―

負債計 123,311 123,311 ―
　

　 （＊）受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産
　

　 （1）現金及び預金
これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （2）受取手形及び売掛金
これらの時価は、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっておりますが、算出した時
価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　 （3）有価証券
これらはＭＭＦ等であり短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

　 （4）投資有価証券
投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

　 （5）長期性定期預金
長期性定期預金はデリバティブ内包型預金であり、時価の算定は取引金融機関から提示された価格によっております。

負 債
　

　 （1）買掛金
短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 214,294

投資事業組合への出資 338,474
　

これらについては、市場価格等がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから上表には含めておりません。
　
６．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 755円18銭
（2）１株当たり当期純利益 8円14銭

　

（注）株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託口が所有する当社株式は、１株当たり純資産の算定上、期末発
行済株式総数から控除する自己株式数に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において
控除する自己株式に含めております。
　 期末の当該自己株式の数 583,446株 期中平均の当該自己株式の数 586,769株

　
７．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
　
８．その他の注記
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（平成28年２月１日から平成29年１月31日まで）
（単位：千円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他

資本剰余金
資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成28年２月１日 残高 31,399,494 39,093 8,399,995 8,439,088 △10,799,216 △10,799,216 △386,367 28,652,999

事業年度中の変動額

新株の発行 15,989 15,989 15,989 31,979

当期純利益 315,368 315,368 315,368

自己株式の処分 40,522 40,522
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 15,989 15,989 － 15,989 315,368 315,368 40,522 387,870

平成29年１月31日 残高 31,415,484 55,082 8,399,995 8,455,078 △10,483,848 △10,483,848 △345,845 29,040,869

　
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成28年２月１日 残高 56,441 56,441 73,707 28,783,148

事業年度中の変動額

新株の発行 31,979

当期純利益 315,368

自己株式の処分 40,522
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △8,915 △8,915 △46,218 △55,134

事業年度中の変動額合計 △8,915 △8,915 △46,218 332,735

平成29年１月31日 残高 47,525 47,525 27,488 29,115,883
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個 別 注 記 表
　
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法
　 ① 有価証券

１）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
２）その他有価証券
　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）を採用しております。
　時価のないもの 移動平均法による原価法

なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、当社
持分相当額を投資事業組合運用損益及びその他有価証券評価差額金として投資有価証券
を加減する方法によっております。

　 ② たな卸資産
１）商品及び製品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
２）仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）
　

　(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産 定率法によっております。

　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附
属設備については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　 建物 ： ３～24年
　 器具備品： ２～20年

　
② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年）に基
づいております。市場販売目的のソフトウエアについては、見込販売数量に基づく償却
額と見込有効期間（３年）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却す
る方法を採用しております。
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（3）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（4）引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支払に備えるため、会社が算定した支給見込額の当事業年度負担額を計
上しております。

③ 受注損失引当金 ソフトウエアの請負契約における将来の損失に備えるため、将来の損失が確実に見込
まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものについて、将来の損失発生
見込額を計上しております。

④ 事業構造改善引当金 事業構造改善のため、今後発生が見込まれる費用について、合理的に見積もられる金
額を計上しております。

⑤ 株式給付引当金 株式給付規程に基づく従業員の当社株式または金銭の給付に備えるため、当事業年度
末に係る要給付額を見積り計上しております。なお、要給付額はポイント付与総数に信
託が自社の株式を取得したときの株価を乗じて算定しております。

⑥ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関する実務指針（中間報告）（日本
公認会計士協会 会計制度委員会報告第13号）に定める簡便法（期末自己都合要支給額
を退職給付債務とする方法）により、計上しております。

　
（5）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　 消費税及び地方消費税の会計処理
　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（6）会計方針の変更
企業結合に関する会計基準等の適用
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を、当事業年度
から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、当事業年度の期首以後実施
される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する事業年度の計算書類
に反映させる方法に変更いたします。
企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定め

る経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。
なお、当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平

成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額
法に変更しております。
なお、当事業年度において、計算書類に与える影響はありません。

（7）追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）
　当社は、平成24年５月31日開催の取締役会決議に基づき、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」（以
下、本制度）を平成24年７月１日より導入しております。
① 取引の概要
　本制度は、予め定めた株式給付規程に基づき、当社の従業員が受給権を取得した場合に当社株式または金銭を給付する仕組
みです。
　当社では、従業員に会社業績の達成度及び各人の成果に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権を取得した従業
員に対し、当該付与ポイントに相当する当社株式または金銭を給付します。従業員に対し給付する株式については、あらかじ
め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
② 信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式は、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式として計上し
ております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度末337,088千円、582,300株であります。
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（法人税率の変更等による影響）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28年法律
第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率が変更されることとな
りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成29年２月１日以降に開始する
事業年度に解消が見込まれる一時差異については、32.26％から30.86%に、平成31年２月１日以降に開始する事業年度に解消
が見込まれる一時差異については、32.26%から30.62%に変更されました。
　なお、この税率変更による影響は軽微であります。
　

２．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 191,423千円
　

（2）関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示しているものは除く）は、次のとおりであります。
① 短期金銭債権 224,795千円
② 短期金銭債務 17,605千円

　
３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
① 売上高 267,516千円
② 営業費用 144,254千円
③ 営業取引以外の取引高 8,955千円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記
　 自己株式の数に関する事項
　

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 653,446株 ― 70,000株 583,446株
　(注)１．普通株式の自己株式数の減少は、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する株式の給付及び売却によるも

のであります。
２．普通株式の自己株式数には、株式給付規程に基づく株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式（当連結会計年度期首
652,300株、当連結会計年度末582,300株）が含まれております。
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５．税効果会計に関する注記
　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（千円）
繰延税金資産
関係会社株式・出資金評価損否認 8,264,956
繰越欠損金 6,307,146
貸倒引当金損金算入限度超過額 80,026
減損損失 41,750
退職給付引当金否認額 31,324
前払費用償却否認額 27,690
未払費用否認 24,295
賞与引当金否認額 21,140
減価償却費限度超過額 20,680
投資有価証券等評価損否認 17,121
株式報酬費用否認額 8,416
売上原価否認額 7,135
その他 68,409
繰延税金資産小計 14,920,095
評価性引当額 △14,857,612
繰延税金資産合計 62,483
　繰延税金負債との相殺額 △62,483
繰延税金資産の純額 ―

　
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 21,045
資産除去債務に対応する除去費用 34,395
その他 28,087
繰延税金負債合計 83,528
繰延税金資産との相殺額 △ 62,483
繰延税金負債の純額 21,045
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６．関連当事者との取引に関する注記
　 子会社及び関連会社等
　

種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所 有
(被所有)割合

関 連
当 事 者
と の 関 係

取引の内容 取引金額
（千 円） 科 目 期末残高

（千 円）

子会社 アクセス・ヨーロッパ・ゲ
ー・エム・ベー・ハー

直接
100％

役員の兼任
資金の貸付
当社製品の
開発・販売

資金の貸付
(注１) 73,620 関係会社

長期貸付金 523,525

利息の受取
(注２) 4,247 その他流動資産（未収利息） 352

（注）１．アクセス・ヨーロッパ・ゲー・エム・ベー・ハーへの関係会社長期貸付金に対し、当事業年度に37,543千円の貸倒引当
金繰入額を計上し、当事業年度末に218,759千円の貸倒引当金を計上しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。なお、担保は受け入れておりません。
　
７．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 751円45銭
（2）１株当たり当期純利益 8円15銭
　
８．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
　
９．その他の注記
　該当事項はありません。
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